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研究成果の概要（和文）：　衆議院と参議院の多数派が異なる、いわゆる「ねじれ国会」が出現した結果、日本の国会
における立法活動は混迷状態に陥った。本共同研究は、この混迷状態の制度的・政治的要因を探りつつ、そうした状態
を解消・克服するための方策を従来の二院制に関する憲法学的研究とは異なった視角からの分析を通して明らかにする
ことを試みた。具体的には、従来の類型論的・解釈論的研究に加えて、統治構造論を視野に入れた実証的な比較立法過
程論的研究を実施した。

研究成果の概要（英文）：  The legislative activity in the Japanese Diet was confused as a result of the ap
pearance of the "twisted Parliament". This study tries to clarify a method to overcome the situation, whil
e investigating any institutional and political causes of this confusion.
  We made the analysis on bicameral system from a point of view unlike the study of the conventional const
itutional study, namely from that of comparative legislative process. Concretely speaking, we carried out 
the positive study from a viewpoint of the political structure theory, as well as the typology.
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１．研究開始当初の背景 
 
 本共同研究に着手した当時、日本の国会に
おける立法活動は「混迷状態」にあった。衆
議院と参議院の多数派が異なる、いわゆる
「ねじれ国会（＝逆転国会）」が出現してい
たからである。 
 本共同研究は、この「混迷状態」の制度的・
政治的要因を探りながら、そうした状態を解
消・克服するための方策を、従来の二院制に
関する憲法学的研究とは異なった視角から
の分析を通して明らかにすることを目指し
て組織された。 
 
２．研究の目的 
 
 従来の類型論的・解釈論的研究に加えて、
統治構造論を視野に入れた実証的な比較立
法過程論的研究を行うことによって二院制
の新たな包括的理論を提供し、「混迷状態」
のより適切な克服方策を提言しようとする
のが、本共同研究の目的である。 
 より具体的には、一方で、憲法学者による
類型論的・解釈論的研究を深めるとともに、
他方で、政治学者や実務家の協力を得ながら、
二院制を取り巻く統治構造論的環境（大統領
制・議院内閣制）及び政治的環境（政党シス
テム・選挙システム・議会内制度的資源）を
明らかにすることを試みる。 
 
３．研究の方法 
 
 二院制の下での個別立法の立法過程を比
較的視野から厳密かつ実証的に検証するこ
とによって、二院制の新たな構造論的・機能
論的類型化を試みるが、その際、統治構造が
大統領制かそれとも議院内閣制かによって
二院制の位置づけやそれの果たす機能が異
なってくるのかをまず明らかにする。次いで、
政党システムの違い、すなわち、二大政党制
かそれとも多党制かによって両院関係や二
院制の機能に違いが出てくるのかを検討す
る。そして最後に、議会内制度的資源、特に
両院協議会や Navette が果たす役割・機能を
比較検討することによって、両院の間に存在
する軋轢を解消する制度的方策を模索する。 
 本共同研究の特色は、国立国会図書館調査
及び立法考査局、議院法制局、議院事務局の
実務家及び実務経験者の積極的な参加と協
力を求めることで、学界と実務との間を架橋
する点にある。また、国内外の議会制度研究
者の協力を得ることによって、より濃密な形
での比較研究を実施する。 
 
４．研究成果 
 
（1）研究会の開催とその成果の公表 
 
 ４年間に下記の研究会やシンポジウムを
開催し、報告の多くを『北大法学論集』等に

掲載し公表した。なお、研究会の企画に当た
っては、憲法学者・政治学者・実務家の同時
参加に配慮し、三者の視点をクロスさせるこ
とに意を用いた。 
 
①平成 21 年度 
・岡田信弘（北海道大学・研究代表者）：二
院制研究の歴史と現状 

・向大野新治（衆議院事務局）：ねじれ国会
下の国会運営 

・大島稔彦（参議院法制局）：いわゆるねじ
れ国会の立法状況―両院関係を中心とし
て 

・加藤一彦（東京経済大学・研究分担者）：
二院制の例外的形態としてのドイツ連邦
参議院 

・新井 誠（東北学院大学〔当時〕・研究分
担者）：フランスにおける両院制と立法過
程 

・木下和朗（熊本大学〔当時〕・研究分担者）：
イギリスにおける両院制―近時の動向を
素材にして 

・田中嘉彦（国会図書館）：二院制の比較検
討［北大法学論集 61 巻 1 号 291～315 頁、
2010］ 

・西村裕一（首都大学東京〔当時〕）：真の「代
表」を求めて―美濃部達吉の議会制度論
［北大法学論集 61 巻 4 号 193～248 頁、
2010］ 

 
②平成 22 年度 
・只野雅人（一橋大学・研究分担者）：日本
国憲法の政治機構における参議院 

・武蔵勝宏（同志社大学・研究分担者）：民
主党政権下の立法過程 

・伊藤和子（衆議院法制局）：ねじれ国会に
おける国会審議の諸相［北大法学論集 61
巻 5 号 129～155 頁、2011］ 

・斎藤憲司（国会図書館）：イギリスにおけ
る政権交代と議会 

・徳永貴志（聖学院大学〔当時〕）：フランス
議会における修正案の審議 

・曽我部真裕（京都大学）：議会内における
反対会派・少数会派の位置づけと議会の政
府統制機能について 

・川岸令和（早稲田大学）：アメリカにおけ
る政権交代 

 
③平成 23 年度 
・芦田 淳（国会図書館）：イタリアの対等
な二院制下における立法過程［北大法学論
集 62 巻 6 号 265～288 頁、2012］ 

・大石 眞（京都大学）：両院制運用への展
望［北大法学論集 63 巻 3 号 87～112 頁、
2012］ 

・浅野善治（大東文化大学・研究分担者）：
いわゆる「ねじれ国会」の状況における両
議院の権能 

・高安健将（成蹊大学）：議院内閣制の比較
分析 



・佐藤 治（衆議院事務局）：現場で見た国
会活動の一側面 

・高見勝利（上智大学・研究分担者）：衆議
院の議員定数不均衡問題に対する国会の
対応 

 
④平成 24 年度 
・セリーヌ・ヴァンゼル（フランス・ランス

大学）：合理化された議会制と立法手続［徳
永貴志訳、北大法学論集 63 巻 6 号 477～501
頁、2013］ 

・赤坂幸一（九州大学）：議院運営実務と公
法学 

 
（2）国際シンポジウムの開催と外国議会の
訪問調査 
 
 平成 24 年度に、主要国の二院制研究者を
招いて国際シンポジウムを開催することを
計画していたが、それを実現するために、平
成 22 年度から主要国の議会を訪問調査する
とともに外国の研究者との人的ネットワー
クの構築を行った。 
 
①国際シンポジウムの開催 
 平成 24 年 9 月に、報告者としてイタリア
から Carlo Fusaro 氏、フランスから Sophie 
Boyron 氏、ドイツから Jens Woelk 氏、そして
イギリスから Meg Russell 氏を招聘するとと
もに、日本側からは、研究分担者（新井誠氏、
加藤一彦氏、木下和朗氏、只野雅人氏）のほ
かに、芦田淳氏（国会図書館）、田中嘉彦氏
（国会図書館）、橘幸信氏（衆議院法制局）、
川崎政司氏（参議院法制局）をコメンテータ
ーとして立て、研究者の視点だけでなく実務
家の見地からの意見を交えて討論を行う国
際シンポジウムを開催した。その成果は、平
成 26 年 3 月に、岡田信弘（研究代表者）【編】
『二院制の比較研究―英・仏・独・伊と日本
の二院制』（日本評論社）として公刊した。 
 
②外国議会の訪問調査 
 二院制を採用している主要国の立法過程
を実際に見聞するために、平成 22 年度から
訪問調査を実施した。平成 22 年度には、ス
イス・ジュネーブにある「列国議会同盟
（IPU）」における聴き取り調査を行うことに
よって、世界の二院制採用国の現状をデータ
的に確認した。これを踏まえて、翌平成 23
年度にイギリスとフランスを訪問し、貴族院
と元老院で調査を実施した。平成 24 年度に
は、二院制研究者から注目されているオース
トラリアの二院制の理解を深めるべく現地
調査を行った。これらの訪問調査をベースに
して、国際シンポジウムを開催するとともに、
平成 25 年度以降の新たな視点からの二院制
に関する共同研究の立ち上げを行った。 
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